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鎖会社と公開会社というように分類する国も存在しますが、現在、中国では、新たな経営形態が数多く出現しております。具体的には、 「アリババ」という有名な中国の会社に代表されるものです。アリババは、オンライン・マーケットプレイスを提供する会社として、世界的にも有名な会社です。中国では、数百万の会社ないし個人が、アリババの提供するオンライン・マーケットプレイスに出店し、物品販売を行っています。これらの経営組織 会社を設立する場合、伝統的な会社と比較すると、オフィスを必要とせず、必ずしも多くの資本金を必要としません。ゆえに、会社法の立法に際しては、伝統的な会社理論を維持した上で そう た新しい経営組織を会社として承認する場合に、ど よう 従来の経営組織と区別して、立法を行うのか（会社登記だけではなく、課税等の問題を含む） いうことを考えなければなりません。この点に関して、中国の経験を紹介すれば、新しい経営組織のような新興事業 対して 政府は、厳しい制限を設けるのではなく できる限り容認する態度を取るほうが、当該事業の発展に有利であるといえます。　
また、現代会社法において、会社の機関設置は、コーポレートガバナンス等に関連する重要な問題として考
えなければなりません。会社 機関設置に関して、カンボジア・ベトナム等の会社法では、経理（会計上の経理では く、会社の執行役に相当する）という制度が けられています。そして、シンガポール・マレーシア等の国の会社法では、会社秘書（一般 秘書ではなく、会社の情報開示を担当する高級管理職） いう制度が設けられています。また 監査役制度については、監査役制度が定められている国もあ 、そう な 国もあります。さらに、独立監査役制度が設けられている国もありま 。なお、機関設置の延長として 取締役の責任について、ミャンマー・タイ・ブルネイ等の国 法には、取締役が無限責任 負 、というきわめて特殊な制度が存在します。最後に、 ンドネシアの会社法の特徴的な点としては の「社会的責任」が明
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売の新興事業の発展を促進する政策が採られており、アリババ・京東等のインタ ネット販売を業とする会社が急速に発展を遂げてい 日本の皆様もご存じかもしれませんが アリババは、一一月一一日と う日をインターネット販売の日と定めて、多く 割引サービスを顧客に与えることにしました。そして、今年の一一月一一日、アリババ一社 売上だけで 一八七億ドル 記録しま た。これは 数多くの中級国家における一年分の売上に相当し、多くの国から注目され、報道されました。このような中国の経験からすれば、新興事業を促進させることは、きわめて重要であると考えられま 。　
第三に、日本のような先進国の会社法 おいては 近年、規制緩和を重要な発展方向として位置付けており







二〇一四年に一帯一路の政策が採用されたことにより、多くの国とさらに緊密な関係を築くようになると考えられます。ゆえ 、東南アジア諸国における会社法制のあり方を模索するにあたっては、日本と中国 よ 合理的かつ適切な支援が必要不可欠となるでしょう。そして、支援を行う際には、技術的側面のみならず、先ほど池田先生がおっしゃられた「共生」 いう理念を、日中両国は、十分に認識しなければならないのではないでしょうか。報告時間の関係上 私の報告は、以上とさせていただき す。皆様、ご清聴 りがとうございました。
